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2） 本稿は、原則として 2020年 11月末時点で入手可能な情報に基づき執筆している。
3） 業況判断 DIとは、業況が「上昇」と回答した企業の割合から「下降」と回答した企業の割合を引いた値。
4） 大阪に本社を置く民営企業（農業、林業、漁業除く）、約 28万社から常用従業者数に基づく層化抽出法（20人以下：2,500社、





































































たが、緊急事態宣言後の 4月中旬には 1.2日 /週
に減少した。特に「習い事やスポーツ、趣味」な































































11 ） 2020年 2～ 3月には、便器やユニットバスが調達できないため、住宅工事が進まないといったニュースが相次いだ。
12 ） 東日本大震災後に日本企業が取り組んだサプライチェーンの分散化（生産拠点や調達先の複数化）や複線化（緊急時の代替生産














































































































































































































































































図 6 大阪の COVID−19 陽性人数（感染者数）と患者受入重症病床使用率（患者数 / 確保病床数）の推移



































19 ） 佐竹実「『スウェーデン式』緩いロックダウンから学ぶこと」『日本経済新聞（電子版）』2020年 8月 17日。
20 ） 大西淳子（2020年）「ニュージーランドの COVID-19対策が成功した訳」『日経メディカル』（https //medical.nikkeibp.co.jp/leaf/
mem/pub/report/t344/202008/566880.html）2020.11 30。
21 ） 「知事の記者会見（令和 2年度）」（http://www.pref.osaka.lg jp/koho/kaiken2/2kaiken.html）2020.11.30。以後、知事の発言について特
に出所を示していない場合は同じ。
22 ） 新型インフルエンザ等対策特別措置法第 45条には、外出自粛要請や施設の使用制限・停止及び催物の開催制限・停止に関する
規定があり、施設及び催物に関して要請をした時は公表すると定められている。施設名公表は、風評被害のリスクがあるなど、事
業者等にとって影響が大きいため、4月 7日に改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」では、まずは第 45
条第 1項に基づく外出自粛の協力要請を行い、その上で公表を伴わない第 24条第 9号に基づく施設の使用制限と催物の開催制限




23 ） 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和 2年 4月 7日時点）。


































































25 ） 「大阪コロナ追跡システムについて」（http://www pref.osaka.lg.jp/smart_somu/osaka_covid19/index.html）2020.11.30。
26 ） 休業要請の対象区域は、大阪ミナミ地区（中央区）のうち、長堀通、千日前通、御堂筋、堺筋に囲まれた区域。
27 ） 「感染防止宣言ステッカーについて」（http://www pref.osaka.lg.jp/shobobosai/sengensticker/index.html）。
28 ） 国の責務について規定された特措法第 3条第 1項には、冒頭で「国は、新型インフルエンザ等から国民の生命及び健康を保護し、
並びに新型インフルエンザ等が国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにするため」との記載がある。
29 ） 「大阪府議会ホームページ－会議録検索システム－」（https://ssp.kaigiroku.net/tenant/prefosaka/pg/index.html）2020.11.30。





















































































































32 ） 「大阪府議会ホームページ－議会インターネット中継－」（http://www gikai-chukei.jp/）2020.11.30の令和 2年 9月本会議における
12月 2日坂上議員の一般質問における質疑応答。「新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた事業者を対象とした『新
型コロナウイルス感染関連融資』については、実質無利子融資であり『新型コロナウイルス感染症対応資金』－いわゆるゼロ・ゼ
ロ融資を中心に、11月末時点で承諾が 9万 5,700件、2兆 1,400億円余に達しております。リーマンショック時を大きく上回るペー
スで資金の供給が行われているとのことです。」（坂上議員）。「新型コロナウイルス感染症関連融資は、『新型コロナウイルス感染
症対応資金』の取扱いを開始した 5月以降、保証申込みが前年の 10倍以上となったことから、審査に一時、平均で 1月以上の時









































































37 ） 日テレ NEWS24（https://www news24.jp/articles/2020/10/30/06752091.html）では、紙媒体のクーポンが届かないことにより生じた
事業者や利用者の混乱が報道されている。


























































「Go To トラベル事業」を開始した 40）。事業開始に
より、県外への移動制限が解除されるのを受けて、
大阪府・大阪市共同で「大阪の人・関西の人いらっ












40 ） 国土交通省「Go To トラベル事業者向け申請サイト」（https://biz.goto.jata-net.or.jp/）2020.11 30、国土交通省「旅行者向け Go To 
トラベル事業」（https://goto jata-net.or.jp/）2020.11.30。
41 ） 「大阪の人・関西の人いらっしゃい！キャンペーン」（https://osakairasshai.weare osaka-info.jp/）2020.11.30。
42 ） 「高機能換気設備等の導入支援事業」（http://www pref.osaka.lg.jp/eneseisaku/sec/korona_kankisetubi.html）2020.11.30。










































































45 ） Go To Eatキャンペーンは、「登録飲食店で使えるプレミアム付食事券の発行」と、「オンライン飲食予約の利用によるポイント付与」
により、需要喚起を図っている。（農林水産省「Go To Eatキャンペーン」（https://gotoeat.maff.go.jp/）2020.11.30）。













































































50 ） 「大阪府雇用促進支援金について」（http://www pref.osaka lg.jp/koyotaisaku/koyoushienkin/index.html）2020.11.30。
51 ） 「大阪府緊急雇用対策特設ホームページ」（http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/koyoutaisaku_tokuset/index.html）2020.11.30。
52 ） 「大阪府緊急雇用対策特設ホームページ『にであう –nideau–』」（https //ni-deau jp/）2020.12.10。
53 ） 「大阪府 HP・労働相談」（http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/soudan/index html）2020.11.30。
54 ） 「大阪府テレワークサポートデスク」（http://www pref.osaka.lg.jp/rodokankyo/telework_support/index.html）2020.11.30。
55 ） 「新型コロナウイルス感染症の基本的対処方針」（5月 25日変更分）。
56 ） 「知事の日程」（http://www pref.osaka lg.jp/hisho/tijinitei2/index.html）2020.11.30に掲載されている、A期（4月 7日～ 5月 15日）
のテレビ番組への出演回数より算出。
































































58 ） 「知事の記者会見」（http://www.pref.osaka.lg.jp/koho/kaiken2/index.html）より、平成 31年度と令和 2年度の 4月～ 11月における記
者会見の実施回数を計数して算出した。
59 ） 東京都「知事の記者会見」（https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/governor/governor/kishakaiken/index html）2020.11.30、兵庫県「知事のペー
ジ 記者会見」（（https://web.pref.hyogo.lg.jp/governor/cate3_603.html）2020.11 30）より、実施回数を計数して算出した。
60 ） 8月 4日、知事の発言により、ポビドンヨードのうがい液に COVID-19の予防効果があると「誤解」され、うがい液の買い占め
が生じたため、知事は 8月 5日の記者会見で一部「誤解」があったとして詳細な説明を行った。
61 ） 「知事の日程」に掲載されている知事のテレビ番組出演回数は、9月、10月と減っていたが、11月に入り増加している。
62） 「夜間（18時～ 24時）における人口増減状況（データ出所：ヤフー・データソリューション）」（第 32回大阪府新型コロナウイ
ルス対策本部会議の資料 1-4（http://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku_keikaku/sarscov2/32kaigi.html）2020.11 30）では、11月 27日～ 12
月 10日と緊急事態宣言期間中（4月 7日～ 5月 21日）の人口増減の平均値（全世代）を比較すると、梅田・難波エリアの両方で、
緊急事態宣言期間中よりも高い数値となっている。（例えば、梅田エリアでは、11月 27日～ 12月 10日の平均値は 74 51、緊急事
態宣言期間中の平均値は 40 58。）



























































































































































































ページ 2020年 3月 24日掲載。
